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　Aiming to obtain basic data to build a model to activate "Period for Integrated Study", questionnaire 
survey is conducted on public school teachers 748 people for compulsory education in Niigata Prefecture. 
　The progress of coordination and cooperation between school and community is correlated with 
activation of comprehensive learning, and the regional coordinators working at schools have achieved a 
certain result for proceeding coordination and cooperation between school and  community. Under such 
situation, as requirements for the activation, teachers should first clarify the policy on coordination and 
cooperation between school and community, and then share the information on regional human resources 
with neighboring schools, develop the quantity and quality of regional human resources and communicate 
information on the school and its request directly to the local residents and businesses. Also, at the schools 
where a regional coordinator is actively involved, once the working space is secured, the teachers should 
maintain close contact with the regional coordinator, conduct joint training and develop the plan on use of 
regional human resources at the beginning of each school year.
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67.6%）、 登 下 校 時 の 安 全 確 保（240校：
66.5%）、クラブ活動や部活動の指導・補助
（208校：57.6%）、読み聞かせや図書室整備







































































































自分自身の将来や生き方について考える児童生徒が増えた .89 .09 -.19
地域の中で自分にできることは何かを考える児童生徒が増えた .79 .13 -.12
周囲と協同しながら学校生活を送ることができる児童生徒が増えた .78 .08 -.04
自分の生活だけでなく社会的な問題に関心をもつ児童生徒が増えた .77 .19 -.16
自分自身に自信をもち、前向きに取り組む児童生徒が増えた .69 -.02 .19
学校のルールを守る児童生徒が増えた .64 -.22 .38
自分の意見などを分かりやすく述べることができる児童生徒が増えた .63 -.15 .36
総合的学習に積極的に取り組む児童生徒が増えた .58 .21 .04
しっかりとしたあいさつができる児童生徒が増えた .52 -.07 .29
地域住民や団体からの協力が得られやすくなった .02 .77 .07
全般的にうまくいっている .06 .72 .02
学校から地域への情報発信が増えた .06 .65 .08
地域の教育力が向上し、地域の活性化につながっている .05 .64 .15
学校の活動や学校行事などに協力的な保護者が増えた .06 .58 .16
地域の行事に参加したり、地域に関心を示したりする教職員が増えた -.13 .11 .77
教職員どうしのコミュニケーションが活発になった .04 .10 .71
地域素材を生かした幅広い教育活動を実施する教職員が増えた .06 .17 .64
積極的にボランティアを依頼する教職員が増えた -.06 .22 .60
因子間相関 Ⅰ Ⅱ Ⅲ










































教科の枠を超えた横断的・総合的な課題について学習できる .84 -.03 .14
地域の特性や学校の創意工夫を生かした、特色ある教育が展開できる .82 .02 .02
自分で調べたり、考えたりするなど、積極的に学習する意欲や表現する力が身に付く .79 -.01 -.04
総合的学習は、全般的によい教育活動である .77 -.01 -.10
自然体験や社会体験など、様々な体験活動を行うことができる .77 .01 .18
保護者や地域住民との連携・協働を強めるチャンスである .76 .06 .07
教科で学んだ知識や技能を、実際の場面で活用できるようになる .75 .02 .03
総合的学習は、全般的に成功している .59 .06 -.33
文部科学省で、指導内容や学習活動を明確に示すべきである -.04 .92 -.09
文部科学省で、育成すべき資質・能力を明確に示すべきである .17 .80 .01
総合的学習は、 なくした方がよい -.32 .45 .01
総合的学習を担当する専門の先生を置くべきである -.03 .36 .16
総合的学習の取組は、マンネリ化している -.01 .05 .74
教師の力量や熱意に差があり、指導にばらつきが出る .21 -.09 .66
総合的学習は単なる体験になっており、教科との関連が不十分で学力が身に付かない -.25 .09 .49
教材作成や打合せなど授業の準備に時間がかかり、教職員の負担が大きくて大変だ .09 .27 .37
因子間相関 Ⅰ Ⅱ Ⅲ









































































テ ィ ア 活 動 を 説 明・PRし た 」（ χ２=4.39, 
df=1, p<.05）、「『○○学校サポーター制度』 
のようなボランティア登録システムを整備
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